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【第 1章 概要】 

 

第１節 方針策定の背景 

沖縄県が運用する「沖縄県電子申請サービス」は、これまで紙等で行っていた行政手

続やアンケート等をインターネット上で行えるようにすることで、利用者の負担軽減と

利便性向上に寄与し、また、行政サービスの効率化・簡素化に資するものである。 

また、本県では条例等に基づく手続をオンライン等で実施できるようにするための共

通する事項を定めた「沖縄県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例

（平成１６年沖縄県条例第３４号）」や、行政手続をオンライン等を利用する方法によ

り行うために必要な事項を定めた「知事等に係る行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する規則（平成１６年沖縄県規則第５４号）」を制定し、制度面でも行政手続

のオンライン化の推進に必要な環境整備を行ってきたところである。 

 昨今では、新型コロナウイルス感染症の影響から、オンラインでの手続が増加し、令

和４年度の一般向け申込件数は 12月末時点で 132,533 件と過去最高を記録している。 

しかしながら、いまだに紙のみでの申請受付や、対面確認が必要となる手続が多く存 

在しており、行政手続のオンライン化は道半ばである。そこでこの方針では、庁内の行

政手続についての調査結果をもとに、本県における行政手続のオンライン化に関する現

状と課題を明らかにするとともに、その解決に向けた方針を定め、沖縄県電子申請サー

ビスの利活用を推進することをめざすものである。 

 

第２節 本方針における行政手続のオンライン化の内容 

   本方針における行政手続のオンライン化は企画部情報基盤整備課が所管している汎用

電子申請システムである「沖縄県電子申請サービス（以下、「電子申請サービス」とい

う。）」での取組に限定する。 

 

【第 2章 行政手続のオンライン化に係る調査】 

 

第１節 調査について 

 本方針策定にあたり、令和４年４月１日現在の沖縄県の行政手続オンライン化状況 

を調査するため、「行政手続のオンライン化に係る調査」（令和４年８月９日～９月９ 

日）を全庁的に実施した。この結果をもとに各手続に関するオンライン化の可・不可を 

まとめ、現状の把握を行った。 

 

＜調査対象手続＞ 

個人や事業者から申請等を受ける手続で、継続して行っているものや毎年等ある時期に

定期的に行うもので、以下の条件に当てはまるもの 
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・総務省が令和３年度に行った「地方公共団体における行政手続等のオンライン化の推進

状況調（総 行 情 第 1 5 9 号）」によって調査された 30 手続＝「デジタル・ガバメント

実行計画（令和２年 12月 25 日閣議決定）」の別紙４aの手続（１～24）とその他手続（25

～30）の 30 手続にあてはまるもの（１～24の手続は地方公共団体が優先的にオンライン

化を推進すべき手続とされている。） 

 

 ※なお、現在、「デジタル・ガバメント実行計画」は廃止されており、「デジタル社会の

形成に関する重点計画（令和４年６月７日閣議決定）」に移行している。 

 

・上記 30手続にあてはまらない手続は以下のどちらかにあてはまるものを対象とした。 

①個人・団体の方から受け付ける申請件数が平均して一日５件、月100 件、年1000 件

のうちいずれかを超えるもの（一部の期間しか実施していないものはその期間で平均し

て算出） 

②オンライン化することで業務効率が上がると思われるもの（担当者で判断） 

 

なお、上記30手続にあてはまらない手続ですでにオンライン化しているものや明らかに

オンライン化が難しいものは対象外とした。 

 

第２節 調査結果 

  回答があった手続は合計322手続だった。そのうち入札関係はすでに電子入札システム

が入札によっては使われており、汎用電子申請システムにはなじまないとみられることか

ら本方針からは除いた。また、その他複数の所管にまたがっている手続で回答が被ったも

のを１手続とした結果、合計270手続となった。 

すでにオンライン化済みのものは36手続（13.3％）、オンライン化していないものは

234手続（86.7％）であった。 

  オンライン化していない手続のうち、オンライン化することに対して、可・条件付可と

答えたものは104手続（38.52％）で、不可と答えたものは130手続（48.15％）であった。 

※重複して答えたものがあったため、可と条件付可を合算している。可と不可につけて

いるものは内容的に不可として集計した。 
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※オンライン化されていない手続の割合は小数点第2位を四捨五入している。 

 

また、「オンライン化されていない手続」で可・条件付可となった手続について、 

課題理由別に分類すると以下のとおりとなった。 

 

  可・条件付可が104件であったところ、完全オンライン化可能と回答した手続が85 

件（81.7％）、厳格なる個人等確認の要すると回答した手続が6件（5.8％）、最終 

的に原本送付を要すると回答した手続が16件（15.4％）であった。なお、この回答は 

複数回答があるため、全てを合計した場合、100％を超える計算となる。 

 

 

 

 

【第３章 行政手続のオンライン化に向けた基本方針】 

 

第１節 目標 

前章の調査結果でオンライン化されていない手続のうち、可・条件付可とされた手続

（104件）を令和９年度までに100％オンライン化することをめざす。 

この手続数は、「新・沖縄２１世紀ビジョン実施計画」記載の「基本政策３－（12）

―アー②自治体DXの推進」の取り組みである「沖縄県電子申請システムを利用した県民

向け行政手続のオンライン化」に定められた活動指標の対象数である。 

（この対象数については令和５年度から実施される「新沖縄県行政運営プログラム

（仮称）」の「方針１－１」中の実施項目「電子申請手続の拡充」の成果指標「全庁調

査で判明した電子申請化可能な手続のうちの電子申請サービスへの掲載割合」でも定め

ている「全庁調査で判明した電子申請化可能な手続」と同じ。） 

 

手続数

全手続数
に占める
割合

手続合計 270 100%

オンライン化済手続 36 13.3%
オンライン化されていない手続 234 86.7%

可・条件付可 104 38.52%

不可 130 48.15%

手続数 割合

可・条件付可 104
可・完全オンライン化 85 81.7%
条件付・厳格なる個人等確認の要する 6 5.8%
条件付・最終的に原本送付を要する 16 15.4%
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第２節 対応方針 

 （１）オンライン化検討対象の手続について 

調査にてオンライン化が「可」「条件付可」を選んだ手続については、次に 

掲げる対応により、課題の解消を検討し、オンライン化の推進を行う。 

 

①可（完全オンライン化）と回答した手続について 

  可（完全オンライン化）と回答した手続については、申込件数などから優 

先順位をつけて、所管課と調整したのち、順次オンライン化を進める。 

 なお、手続によっては、可と条件付可の両方に回答しているものもあるた 

め、そのような手続は②以降の対応方針にも従う 

 

      ②条件付可と回答した手続について 

        条件付可と回答した手続については、課題ごとに以下の方針でオンライ 

ン化を進める。 

 ただし、課題としてあげた以下の２つは大まかな分類であるため、手続 

ごとに固有の課題があることには留意する必要がある。 

 

 Ⅰ「厳格なる個人等確認の要する」もの 

   この手続については、現在電子申請サービスに搭載されている「公 

的個人認証（マイナンバーカードの電子証明書を用いた認証）」「商 

業登記」の電子署名機能やGビズIDで本人確認ができないか検討する。 

この機能で対応が難しいのであれば、個人確認については別の手段を 

使い、その他の手続は電子申請サービスで行うなどの対応でオンライ 

ン化の実現をめざす。 

  

Ⅱ「最終的に原本送付を要する」もの 

   この手続については、原本送付以外の手続を電子申請サービスで行う

ことをめざす。また、押印省略などによってデータの送付で完結できな

いかといった点も調整する。 

 

 （２）オンライン化不可手続について 

     調査にてオンライン化不可と回答した手続についても、対応次第でオンライン 

化ができるものについては、所管課と調整し、オンライン化を進める。 

ただし、優先順位としては、オンライン化可・条件付可とされた手続から着実

にオンライン化を進めていくこととする。 
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いくつか想定される課題への対応としては以下のとおりである。 

 

①国の法令等で添付書類等が定められている手続について 

  国の法令等により添付書類として原本の提出が必要とされているものにつ 

いては、必要性を精査し、添付書類を省略すること等によりオンライン化が 

できないかを調整する。 

また、手続の一部をオンライン化することが可能であり、それによって事 

務の効率化が見込める場合には、可能な限り手続の一部をオンライン化する 

ことも検討する。 

 また、本項のような手続に添付書類が不要となった段階で対象手続につ 

いては速やかにオンライン化を実施する。 

 

  ②沖縄県電子申請サービスの機能が手続に必要な要件を満たしていない場合 

       電子申請サービスの機能が必要な要件を満たしておらず、オンライン化

が困難な場合については、令和６年度に電子申請サービスの更改を予定し

ており、その中で必要となる機能を追加していくことで、オンライン化の

実現をめざす。 

 

      ③大幅な業務フローの見直しが必要な手続について 

        現状の業務フローではオンライン化が難しいものについては、県の規定

等の改正や、関係機関との調整を行い、業務フロー自体の見直しによって

オンライン化をめざす。 

 

 （３）警察本部所管の手続について 

     警察本部所管の手続についても、オンライン化可能な手続については前項ま 

での方針に従いオンライン化をめざすが、警察庁が一元的に方針を検討している 

手続の場合は、その動向も踏まえながら、オンライン化に向けて取り組む。 

 

 （４）入札関係の手続について 

     入札関係については、既に電子入札システムがあること、参加資格申請が一部 

電子化されていること、汎用電子申請システムにはなじまないとみられることか 

ら、本方針の取組からは除外する。 
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【第４章 計画策定について】 

 

第１節 今後の計画策定について 

  本方針をもとに、令和５年度中に「沖縄県電子申請サービスにおける行政手続オンラ 

イン化拡充計画」の策定をめざす。 

 本方針別紙の「行政手続一覧」をもとに、オンライン化可・条件付可となっている手

続のオンライン化の予定時期を記載した上で計画を策定する。 

 

第２節 計画策定における所管課との調整 

  前節に記載しているオンライン化の予定時期は、各行政手続所管課との調整で行う。 

 第２章の第２節「調査結果」でオンライン化されていない手続のうち、オンライン化   

可・条件付可となっている手続を所管している課に対し照会・調整を行い、オンライン

化予定時期を設定する。 

 

第３節 計画予定期間 

計画期間は、令和５年度から令和９年度までとする予定である。この期間は、「新・

沖縄２１世紀ビジョン実施計画」にある、「基本施策３ー（12）―ア―②自治体 DX の推

進」の中の取り組みである「沖縄県電子申請システムを利用した県民向け行政手続のオ

ンライン化」の年度別計画の活動指標と対応する。 

ただし、電子申請サービスの利活用状況やシステム更改、デジタル技術の移りかわ 

り、国による法令の改正など、状況は絶えず変化していくため、必要に応じて内容の見

直し、改正を行う。 
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 【障害福祉課】 

  （４３）障害福祉サービス等にかかる変更届・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 



別紙 

 
 

・保健医療部 

 【健康長寿課】 

  （４４）栄養士免許申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （４５）栄養士名簿訂正及び書換え交付申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （４６）栄養士免許証再交付申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 【衛生薬務課】 

  （４７）ハブ抗毒素支給申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （４８）ハブ抗毒素受払状況報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （４９）ハブ咬症患者取扱報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （５０）海洋危険生物刺咬症事故調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （５１）海水浴場等ハブクラゲ対策取組状況調査・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （５２）登録販売者試験願書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 【ワクチン・検査推進課】 

（５３）感染症サーベイランスシステム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 【中部保健所】 

  （５４）結核発生届・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （５５）取扱処方箋数届書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 【南部保健所】 

  （５６）感染症発生動向調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （５７）給食施設関係の届出・報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 【八重山保健所】 

  （５８）小児慢性特定疾病医療費助成制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  （５９）特定医療費（指定難病）助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５  

 （６０）肝炎治療受給者証の新規・更新申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  （６１）新型コロナウイルス感染症にかかる入院費の公費負担申請・・・・・・・・５ 

  （６２）結核患者の医療費公費負担申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  

・農林水産部 

 【畜産課】 

  （６３）家畜商講習手数料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 【農地農村整備課】 

  （６４）電柱等設置（電気通信事業者）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５   

（６５）電柱等設置（電力系）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  （６６）吸水管設置・メ－タ－設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

【八重山農林水産振興センター農林水産整備課】 

  （６７）狩猟免許の新規試験・更新・登録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 



別紙 

 
 

 【海洋深層水研究所】 

  （６８）海洋深層水研究所生産物譲渡申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 【中部農林土木事務所】 

  （６９）漁港施設使用届出書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７０）指定区域内工事(作業)許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７１）甲種漁港施設滅失(損傷)届書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７２）危険物等荷役許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７３）停係泊許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７４）漁港施設占用等許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７５）占用等の内容変更許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７６）指定施設使用許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７７）甲種漁港施設目的外使用許可申請書 

  （７８）入(出)港届・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （７９）入出港状況報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６  

（８０）指定施設の一時使用届書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 【栽培漁業センター】 

  （８１）水産生産物譲渡の申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

・商工労働部 

 【産業政策課】 

  （８２～８４）高圧ガス製造の許可（第一種製造者）・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （８５～８７）高圧ガス製造（事業）の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （８８～９１）第一種製造事業者の地位の承継届・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  （９２～９４）第二種製造事業者の地位の承継届・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

  （９５～９８）製造施設等（第一種製造者）の変更許可・・・・・・・・・・・・・７ 

  （９９～１０２）製造施設等（第一種製造者）の軽微変更届出・・・・・・・・・・７ 

  （１０３～１０５）製造施設等（第二種製造者）の変更届出・・・・・・・・・・・７ 

  （１０６～１０７）第一種貯蔵所の許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

  （１０８～１０９）第一種貯蔵所の地位の承継届出・・・・・・・・・・・・・・・７ 

  （１１０～１１１）第二種貯蔵所の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

  （１１２～１１３）第一種貯蔵所の変更許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

  （１１４）第一種貯蔵所の軽微変更届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１１５～１１６）第二種貯蔵所の変更届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１１７～１２０）製造施設（第一種製造者） 

又は第一種貯蔵所の工事の完成検査・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１２１～１２２）協会又は指定完成検査機関が行う完成検査結果の届出・・・・・８ 



別紙 

 
 

（１２３～１２６）製造施設（第一種製造者）又は 

第一種貯蔵所の変更工事の完成検査・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１２７）高圧ガス販売事業の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１２８）高圧ガス販売事業の地位承継・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１２９）販売する高圧ガスの種類の変更届出・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３０）高圧ガス製造（第一種製造者）の開始の届出・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３１）高圧ガス製造事業（第一種製造者）の廃止の届出・・・・・・・・・・・８ 

  （１３２～１３３）高圧ガス製造事業（第二種製造者）の廃止の届出・・・・・・・８ 

  （１３４）第一種貯蔵所、第二種貯蔵所の廃止届出・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３５）高圧ガス販売事業の廃止届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３６）輸入検査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３７）特定高圧ガスの消費届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３８）特定高圧ガス消費施設等の変更届出・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１３９）特定高圧ガスの消費の廃止届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１４０～１４３）危害予防規定（第一種製造者）の届出・・・・・・・・・・・・８ 

  （１４４～１４６）保安統括者の選任又は解任の届出・・・・・・・・・・・・・・９ 

  （１４７～１４９）保安技術管理者又は保安係員の選任又は解任の届出・・・・・・９ 

  （１５０～１５２）保安主任者又は保安企画推進員の選任又は解任の届出・・・・９  

（１５３）冷凍保安責任者の選任又は解任の届出・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  （１５４～１５５）販売主任者又は取扱主任者の選任又は解任の届出・・・・・・・９ 

（１５６～１５９）保安統括者の代理者の選任又は解任の届出・・・・・・・・・・９ 

（１６０～１６３）保安検査を協会又は指定保安検査機関が行う旨届出 

（第一種製造者）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  （１６４～１６７）協会又は指定保安検査機関が行う保安検査結果の届出 

（第一種製造者）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  （１６８～１７１）事故等の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  （１７２）災害発生に関する報告徴収・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１７３）販売事業を行おうとする者からの登録の申請・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１７４）液化石油ガス販売事業者登録簿の謄本の交付、閲覧の申請・・・・・・１０ 

  （１７５）販売所等の変更の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１７６）販売事業者の承継の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１７７）業務主任者の選任又は解任の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１７８）業務主任者の代理者の選任又は解任の届出・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１７９）販売事業者の廃止の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８０）保安業務を行おうとする者への認定・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８１）保安機関の認定の更新・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 



別紙 

 
 

  （１８２）一般消費者の数の増加の認可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８３）一般消費者の数の減少の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８４）保安業務に関する規定の認可又は変更の認可・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８５）保安機関の変更の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８６）保安機関の承継の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０  

（１８７）保安機関の廃止の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１８８）保安の確保の方法等の認定（液化石油ガス販売事業者の認定）・・・・１０ 

  （１８９）貯蔵施設又は特定供給設備の設置の許可申請・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９０）貯蔵施設等の変更の許可申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９１）貯蔵施設等の変更の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９２）貯蔵施設等の完成検査の申請又は完成検査実施の届出・・・・・・・・１０ 

  （１９３）貯蔵施設等の完成検査結果報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９４）充てん設備の許可申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９５）充てん設備に対する保安検査及び保安検査を受けた旨の届出・・・・１０  

（１９６）充てん事業者に対する保安検査の結果報告・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９７）液化石油ガス設備工事の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９８）特定液化石油ガス設備工事事業の開始の届出・・・・・・・・・・・・１０ 

  （１９９）特定液化石油ガス設備工事事業の変更及び廃止の届出・・・・・・・・１０ 

  （２００）販売事業者等に対する報告徴収・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０１）充填事業者に対する報告徴収・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０２）火薬類の譲渡しの許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０３）火薬類の譲受けの許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０４）煙火の消費許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０５）電気工事士免状の交付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０  

（２０６）電気工事士免状再交付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０７）電気工事士免状書換え・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０８）登録電気工事業者登録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

  （２０９）登録電気工事業者更新登録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

  （２１０）登録電気工事業者登録証の訂正・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

  （２１１）みなし登録電気工事業者の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

  （２１２）みなし登録電気工事業者登録証の訂正・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 【ものづくり振興課】 

  （２１３）おきなわ工芸の杜施設・備品等利用・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 【労働政策課】 

  （２１４）労働条件等実態調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 



別紙 

 
 

・文化観光スポーツ部 

 【MICE 推進課】 

  （２１５）後援名義の申請等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 【文化振興課】 

  （２１６）後援名義使用承認のための手続・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 【博物館・美術館】 

  （２１７）施設の利用予約・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

  （２１８）各種講座・講演会・イベント等の申込み・・・・・・・・・・・・・・１１ 

（２１９）行催事の共催・後援等承認申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

  （２２０）団体見学の申込み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

・土木建築部 

 【道路管理課】 

  （２２１）道路占用許可申請等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 【港湾課】 

  （２２２）港湾施設使用許可、港湾区域内の水域・港湾隣接地域内の 

公共空地の占用、入出港届・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 【都市公園課】 

  （２２３）都市公園の使用許可手続き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

  （２２４）有料公園施設の利用予約（県総合運動公園）・・・・・・・・・・・・１２ 

 【建築指導課】 

  （２２５）建築確認申請（計画変更含む）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

  （２２６）宅地建物取引士証の交付申請（更新含む）・・・・・・・・・・・・・１２ 

 

・教育庁 

 【学校人事課】 

  （２２７）沖縄県公立学校教員候補者選考試験受験願書提出・・・・・・・・・・１２ 

  （２２８）沖縄県公立学校学校栄養職員候補者選考試験受験願書提出・・・・・・１２ 

  （２２９）県立学校実習助手及び寄宿舎指導員選考試験の願書作成・・・・・・・１２ 

  （２３０）教育職員免許状の授与、検定等の出願・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 【県立学校教育課】 

  （２３１）県立高等学校入学者選抜出願手続き・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

・病院事業局 

 【病院事業総務課】 

  （２３２）沖縄県病院事業局職員選考採用試験・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 



別紙 

 
 

・人事委員会事務局 

 【総務課】 

（２３３）県職員採用試験・障害者選考試験申込・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

・警察本部 

 【警務課】 

  （２３４）警察官Ａ・Ｂ採用試験申込・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 【生活安全企画課】 

  （２３５）変更承認申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

  

【地域課】 

  （２３６）海水浴場開設届出書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

  （２３７）海水浴場廃止・変更届出書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

  （２３８）海水浴場開設通知書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

  （２３９）海水浴場廃止・変更通知書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２４０）催物開催届出書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２４１）催物開催中止・変更届出書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２４２）催物開催通知書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

（２４３）催物開催中止・変更通知書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２４４）海域レジャー事業届出書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２４５）海域レジャー事業廃止・変更届出書・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

 【組織犯罪対策課】 

  （２４６）責任者選任届出書（様式９号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

 【交通規制課】 

  （２４７）道路使用許可申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

（２４８）道路使用許可証の記載事項変更届・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２４９）道路使用許可証の再交付申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５０）自動車保管場所の証明申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５１）自動車保管場所標章の交付申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５２）駐車許可申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５３）道路使用許可手数料免除申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５４）自動車保管場所使用権限疎明書面（自認書）・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５５）自動車保管場所使用承諾証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （２５６）自動車保管場所証明書再交付申請書・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 
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・複数の所管課にまたがる手続 

（２５７）公文書開示請求・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

（２５８）地方税申告手続（eLTAX)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

（２５９）生命保険等の手続に必要な療養証明書 

（新型コロナウイルス感染症用）発行申請・・・・・・・・・・・・・１５ 

  （２６０）自動車税環境性能割の申告納付・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

  （２６１）自動車税の賦課徴収に関する事項の申告又は報告申告納付・・・・・・１５ 

  （２６２）自動車税住所変更届・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

  （２６３）浄化槽関係届出等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

  （２６４）浄化槽維持管理状況の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

  （２６５）浄化槽保守点検業務報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

  （２６６）食品衛生等業務システム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

  （２６７）食品営業関係の届出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

（２６８）食品営業の許可申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

  （２６９）多量排出事業者による産業廃棄物処理計画 

及び産業廃棄物処理計画実施状況報告・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

  （２７０）産業廃棄物処分実績報告 

および特別管理産業廃棄物処分実績報告書・・・・・・・・・・・・・１６ 
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＜凡例＞ 

 

●手続根拠規定 

手続の根拠規定がある場合はこの欄に記載（法令等） 

 

●オンライン化済か 

沖縄県電子申請サービスや他のシステムですでにオンライン化済であるか（R4.4/1 時点） 

オンライン化済・・・○ 

未オンライン化・・・× 

未オンライン化がオンライン化済になった場合は、×→○と記載する。 

※R4.4/1 時点に「未オンライン化」でも本方針発表時にオンライン化されている手続あり 

 

●オンライン化の可否（未オンライン化であれば） 

完全オンライン化・・・○ 

条件付・厳格なる個人等確認の要する・・・△① 

条件付・最終的に原本送付を要する・・・△② 

オンライン化不可・・・× 

※調整の結果、不可が可になった場合は×→○などと記載する。 

 

●オンライン化への課題 

①システムが不十分である(例：収入証紙に代わる決済手段がない、等) 

②手続の性格上適さない 

③オンライン化で非効率になる 

④提出書類の原本確認、原本送付が必要である 

⑤押印省略ができない 

⑥本人確認が必要である 

⑦委託業者、他団体などが受け付けるものである 

⑧国などでオンライン化の検討がなされており、その動向を踏まえて対応する 

⑨事務フローの見直しや法令の改正が必要 

 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

手続名
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・知事公室 

【防災危機管理課】 

 

 

・総務部 

 【人事課】 

 

 

 【税務課】 

 

 

 【宮古事務所総務課】 

 

 

【八重山事務所総務課】 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

1 消防法第11条関係 × × ①④⑤⑥

2 消防法第11条の２関係 × × ①④⑤⑥

3 消防法第11条の４関係
× × ④⑤⑥

4 消防法第12条の６関係 × × ④

5 消防法第12条の７関係
× ○

6 消防法第13条関係 × ○

7 沖縄県危険物の規制に関する規則第３
条

× ○

8 沖縄県危険物の規制に関する規則第４
条

× × ④

9 沖縄県危険物規制に関する規則第６条
× △② ④

10 沖縄県危険物規制に関する規則第８条 × △② ④

11 沖縄県危険物規制に関する規則第９条 × △② ④

12 × × ④⑤⑥⑦

危険物製造所等関係者の住所等の変
更届出

危険物製造所等使用休止（再開）届
出

危険物製造所等危険作業施工届出

危険物製造所等災害発生届出

不発弾等探査要望箇所調査

危険物製造所等の完成検査前検査

危険物製造所等の品名、数量、指定
数量の倍数変更届出

危険物製造所等の廃止の届出

危険物保安統括管理者選任・解任届
出

危険物保安監督者選任・解任届出

危険物製造所等軽微な変更工事届出

危険物製造所等の設置、変更等

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

13
○

沖縄県職員採用選考試験　受験申込
み（保健師、薬剤師、他）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

14 ○県税還付金受取口座申出

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

15 公有財産規則第28条 × △① ⑤⑥

16 庁舎等管理規則第15条 × ○

17 宮古合同庁舎会議室等管理運営要綱 × ○

行政財産使用許可申請

行政財産行為許可申請

会議室等使用承認申請書

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

18 八重山事務所における行催事の共催等
に関する取り扱い要領 × ○

後援名義の申請

手続名
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 【自治研修所】 

 

 

・企画部 

 【県土・跡地利用対策課】 

 

 

【地域・離島課】 

 

 

・環境部 

 【環境保全課】 

 

 

 【環境再生課】 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

19 × × ③自治研修所体育館使用許可申請

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

20 ・国土調査法第21条第2項
・沖縄県使用料及び手数料条例第２条 × × ①②

21 沖縄県の区域内における位置境界不明
地域内の各筆の土地の位置境界の明確
化等に関する特別措置法第18条第１項

× × ⑧

地図及び簿冊の保管等

地籍調査成果の閲覧・交付

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

22 沖縄振興特別措置法第88条
租税特別措置法第12条、第45条
租税特別措置法施行令第６条の３第11
項第28条の９第12項

× ○

沖縄の離島における旅館業用建物等
の取得等に係る確認申請

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

23 ①沖縄県赤土等流出防止条例第６条及
び第９条第１項
②沖縄県赤土等流出防止条例第７条及
び第９条第２項
③沖縄県赤土等流出防止条例第８条及
び第９条第２項
④沖縄県赤土等流出防止条例第13条第
３項
⑤沖縄県赤土等流出防止条例第15条第
１項

× △① ①⑤⑥

24 化学物質排出把握管理促進法

○

沖縄県開発事業管理システム関係手
続
①事業行為の届出・通知
②事業現場の面積等変更の届出・通
知
③氏名変更等の届出・通知
④地位継承の届出
⑤事業行為の廃止（中止）の届出

第一種指定化学物質の排出量及び移
動量の届出、ＰＲＴＲ法（化学物質
排出把握管理促進法）に基づく届
出、特定化学物質取扱報告書等のた
めの手続

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

25 沖縄県平和創造の森公園の設置及び管
理に関する条例

× × ②③⑦
沖縄県平和創造の森公園の有料施設
の利用申請

手続名
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・子ども生活福祉部 

 【福祉政策課】 

 

 

 【高齢者福祉介護課】 

 

 

 【青少年・子ども家庭課】 

 

 

 【障害福祉課】 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

26 沖縄県総合福祉センターの設置及び管
理に関する条例第10条

× × ④⑦
沖縄県総合福祉センターにおける施
設利用承認（指定管理）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

27 老人福祉法第29条第2項
○

28 老人福祉法第29条第3項
○

29 沖縄県有料老人ホーム設置運営指導要
綱

○

30 老人福祉法第29条第13項

○

31 老人福祉法第29条第11項
○

32 介護保険法第69条の２ × × ①

33 介護保険法第69条の７第１項 × × ①④

34 介護保険法第69条の８ × × ①④

35 介護保険法第69条の４ × × ①④

36 介護保険法第69条の３ × × ①④

37 介護保険法施行規則第113条の25 × × ①④

38 介護保険法第70条、第70条の2、第75
条

× × ①④

介護支援専門員証書換交付申請

介護支援専門員資格登録移転申請

介護支援専門員証再交付申請

介護サービス事業所の届出
（新規・更新・変更・休止・廃止）

沖縄県有料老人ホーム　事故報告書
電子申請EXCEL様式添付版
令和3年度沖縄県有料老人ホーム立
入検査事前調書電子版(事業者入力
用)稼働版

令和3年度有料老人ホーム定期報告
における状況報告

介護支援専門員資格登録申請

介護支援専門員証交付申請

介護支援専門員証有効期間更新申請

沖縄県有料老人ホーム　事業変更届
出書電子版

沖縄県有料老人ホーム　廃止・休止
届出書電子版

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

39 児童扶養手当法施行規則第４条 × × ⑥⑦

40 特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行規則第１条

× × ④⑥⑦

41 特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行規則第２条

× × ④⑥⑦

42 特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行規則第４条

× × ⑥⑦

手当額改定請求（有期再認定）

所得状況の届出

現況の届出

認定の請求

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

43 障害者総合支援法第46条及び児童福祉
法第21条の５の20

× ○ ⑨
障害福祉サービス等にかかる変更届

手続名
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・保健医療部 

【健康長寿課】 

 

 

 【衛生薬務課】 

 

 

 【ワクチン・検査推進課】 

 

 

 【中部保健所】 

 

 

 【南部保健所】 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

44 栄養士法施行令第１条第１項 × × ⑧

45 栄養士法施行令第３条第１項、第５条
第１項

× × ⑧

46 栄養士法施行令第４条第１項 × × ⑧

栄養士免許申請

栄養士名簿訂正及び書換え交付申請

栄養士免許証再交付申請

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

47 はぶ抗毒素支給規程 × × ②⑨

48 はぶ抗毒素支給規程 × × ⑨

49 はぶ抗毒素支給規程 × × ⑨

50 ハブクラゲ等防止対策事務処理要領 × ○ ⑨

51
× ○

52 医薬品医療機器等法 × × ①⑦

ハブ抗毒素支給申請

ハブ抗毒素受払状況報告

ハブ咬症患者取扱報告

海洋危険生物刺咬症事故調査

海水浴場等ハブクラゲ対策取組状況
調査

登録販売者試験願書

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

53 感染症法第12条～第14条

×→○ ○、△①

感染症サーベイランスシステム（国
で運用しているシステムで県ではロ
グインし、使用している）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

54 感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律第１２条第１項

×→○ × ⑧

55 医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律施行令
第２条の13

○

結核発生届

取扱処方箋数届書

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

56 感染症法第14条 × × ⑧

57 健康増進法施行細則第4・5条
給食施設届出要綱第3・4条 × ○

感染症発生動向調査

給食施設関係の届出・報告

手続名
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 【八重山保健所】 

 

 

・農林水産部 

 【畜産課】 

 

 

 【農地農村整備課】 

 

 

 【八重山農林水産振興センター農林水産整備課】 

 

 

 【海洋深層水研究所】 

 

 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

58 児童福祉法第21条９の２ × × ②③

59 難病の患者に対する医療等にかんする
法律第５条第１項 × × ②③

60 沖縄県肝炎治療促進事業実施要綱第６
× × ②③

61 感染症法第37条及び第42条
× ○

62 感染症法第37条及び第37条の2 × ○

特定医療費（指定難病）助成事業

肝炎治療受給者証の新規・更新申請

新型コロナウイルス感染症にかかる
入院費の公費負担申請

結核患者の医療費公費負担申請

小児慢性特定疾病医療費助成制度

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

63 家畜商法第4条の2第2項 × △①② ④⑥家畜商講習手数料

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

64 電気通信事業法施行令 × × ④⑥

65 沖縄県道路占用料徴収条例 × × ④⑥

66 沖縄県道路占用料徴収条例 × × ④⑥

電柱等設置（電力系）

吸水管設置・メ－タ－設置

電柱等設置（電気通信事業者）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

67 鳥獣保護法第41条、第51条及び第55
条 × × ①④

狩猟免許の新規試験・更新・登録

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

68 沖縄県海洋深層水研究所生産物譲渡規
程 × × ②④

海洋深層水研究所生産物譲渡申請

手続名
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 【中部農林土木事務所】 

 

 

 【栽培漁業センター】 

 

 

・商工労働部  

【産業政策課】 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

69 沖縄県漁港管理条例第9条 × × ③④⑦

70 沖縄県漁港管理条例第5条第1項 × × ④

71 沖縄県漁港管理条例第4条第2項 × × ④⑥

72 沖縄県漁港管理条例第6条第2項及び第3項 × × ④⑥

73 沖縄県漁港管理条例第8条第1項及び第3項 × × ⑥

74 沖縄県漁港管理条例第10条第1項 × × ④

75 沖縄県漁港管理条例施行規則第9条 × × ④

76 漁港漁場整備法第39条及び沖縄県漁港
管理条例第11条第1項 × × ③④⑥⑦

77 沖縄県漁港管理条例第11条第2項 × × ④⑥

78 沖縄県漁港管理条例第第16条第1項 × △①② ④

79 沖縄県漁港管理条例第第16条第2項 × × ④

80 沖縄県漁港管理条例第12条第2項 × × ④

甲種漁港施設目的外使用許可申請書

入(出)港届

入出港状況報告書

指定施設の一時使用届書

甲種漁港施設滅失(損傷)届書

危険物等荷役許可申請書

停係泊許可申請書

漁港施設占用等許可申請書

占用等の内容変更許可申請書

指定施設使用許可申請書

漁港施設使用届出書

指定区域内工事(作業)許可申請書

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

81 水産生産物譲渡規程第２条 × × ②③水産生産物譲渡の申請

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

82 高圧ガス保安法第５条第１項
一般則第３条 × ○

83 高圧ガス保安法第５条第１項
液石則第３条 × ○

84 高圧ガス保安法第５条第１項
コンビ則第３条 × ○

85 高圧ガス保安法第５条第２項第1号
一般則第４条 × ○

86 高圧ガス保安法第５条第２項第1号
液石則第４条 × ○

87 高圧ガス保安法第５条第２項第2号
冷凍則第４条 × ○

88 高圧ガス保安法第10条第２項
一般則第９条 × × ①④

89 高圧ガス保安法第10条第２項
液石則第10条 × × ①④

第一種製造事業者の地位の承継届

高圧ガス製造の許可（第一種製造
者）

高圧ガス製造の許可（第一種製造
者）

高圧ガス製造（事業）の届出

高圧ガス製造（事業）の届出

高圧ガス製造（事業）の届出

第一種製造事業者の地位の承継届

高圧ガス製造の許可（第一種製造
者）

手続名
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No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

90 高圧ガス保安法第10条第２項
コンビ則第12条 × × ①④

91 高圧ガス保安法第10条第２項
冷凍則第10条 × × ①④

92 高圧ガス保安法第10条の２第２項
一般則第９条の２ × × ①④

93 高圧ガス保安法第10条の２第２項
液石則第10条の２ × × ①④

94 高圧ガス保安法第10条の２第２項
冷凍則第10条の２ × × ①④

95 高圧ガス保安法第14条第１項
一般則第14条 × ○

96 高圧ガス保安法第14条第１項
液石則第15条 × × ①

97 高圧ガス保安法第14条第１項
コンビ則第13条 × ○

98 高圧ガス保安法第14条第１項
冷凍則第16条 × ○

99 高圧ガス保安法第14条第１項ただし書
き
一般則第15条第１項

× ○

100 高圧ガス保安法第14条第１項ただし書
き
液石則第16条第１項

× × ①

101 高圧ガス保安法第14条第１項ただし書
き
コンビ則第14条第１項

× ○

102 高圧ガス保安法第14条第１項ただし書
き
冷凍則第17条第１項

× × ①

103 高圧ガス保安法第14条第４項
一般則第16条 × ○

104 高圧ガス保安法第14条第４項
液石則第17条 × × ①

105 高圧ガス保安法第14条第４項
冷凍則第18条 × ○

106 高圧ガス保安法第16条第１項
一般則第20条 × ○

107 高圧ガス保安法第16条第１項
液石則第21条 × × ①

108 高圧ガス保安法第17条第２項
一般則第24条 × × ①④

109 高圧ガス保安法第17条第２項
液石則第25条 × × ①④

110 高圧ガス保安法第17条の２
一般則第25条 × ○

111 高圧ガス保安法第17条の２
液石則第26条 × × ①

112 高圧ガス保安法第19条第１項
一般則第27条 × ○

113 高圧ガス保安法第19条第１項
液石則第28条 × × ①

第一種貯蔵所の変更許可

第一種貯蔵所の許可

第一種貯蔵所の地位の承継届出

第一種貯蔵所の地位の承継届出

第二種貯蔵所の届出

第二種貯蔵所の届出

第一種貯蔵所の変更許可

製造施設等（第一種製造者）の軽微
変更届出

製造施設等（第一種製造者）の軽微
変更届出

製造施設等（第二種製造者）の変更
届出

製造施設等（第二種製造者）の変更
届出

製造施設等（第二種製造者）の変更
届出

第一種貯蔵所の許可

製造施設等（第一種製造者）の変更
許可

製造施設等（第一種製造者）の変更
許可

製造施設等（第一種製造者）の変更
許可

製造施設等（第一種製造者）の変更
許可

製造施設等（第一種製造者）の軽微
変更届出

製造施設等（第一種製造者）の軽微
変更届出

第一種製造事業者の地位の承継届

第一種製造事業者の地位の承継届

第二種製造事業者の地位の承継届

第二種製造事業者の地位の承継届

第二種製造事業者の地位の承継届

手続名
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No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

114 高圧ガス保安法第19条第２項 × × ①

115 高圧ガス保安法第19条第４項
一般則第29条 × ○

116 高圧ガス保安法第19条第４項
液石則第30条 × ○

117 高圧ガス保安法第20条第１項
一般則第31条 × ○

118 高圧ガス保安法第20条第１項
液石則第32条 × × ①

119 高圧ガス保安法第20条第１項
コンビ則第15条 × × ①

120 高圧ガス保安法第20条第１項
冷凍則第21条 × × ①

121 高圧ガス保安法第20条第１項ただし書
き
一般則第32条第１項・第３項

× × ②

122 高圧ガス保安法第20条第４項
× × ②

123 高圧ガス保安法第20条第３項
一般則第31条 × ○

124 高圧ガス保安法第20条第３項
液石則第32条 × × ①

125 高圧ガス保安法第20条第３項
コンビ則第15条 × ○

126 高圧ガス保安法第20条第３項
冷凍則第21条 × ○

127 高圧ガス保安法第20条の４ × ○

128 高圧ガス保安法第20条の４の２ × × ①④

129 高圧ガス保安法第20条の７ × ○

130 高圧ガス保安法第21条第４項
× ○

131 高圧ガス保安法第21条第１項
× ○

132 高圧ガス保安法第21条第２項
× ○

133 高圧ガス保安法第21条第３項（冷凍）
× ○

134 高圧ガス保安法第21条第４項
× ○

135 高圧ガス保安法第21条第５項 × ○

136 高圧ガス保安法第22条第１項 × ○

137 高圧ガス保安法第24条の２ × ○

138 高圧ガス保安法第24条の４第１項 × ○

139 高圧ガス保安法第24条の４第２項 × ○

140 高圧ガス保安法第26条第１項
一般則第63条第１項 × × ①

141 高圧ガス保安法第27条の２第５項
液石則第61条第１項 × ○

142 高圧ガス保安法第27条の２第５項
コンビ則第26条第１項 × ○

143 高圧ガス保安法第27条の２第５項
冷凍則第35条第１項 × ○

危害予防規定（第一種製造者）の届
出

特定高圧ガスの消費届出

特定高圧ガス消費施設等の変更届出

特定高圧ガスの消費の廃止届出

危害予防規定（第一種製造者）の届
出

危害予防規定（第一種製造者）の届
出

危害予防規定（第一種製造者）の届
出

高圧ガス製造事業（第一種製造者）
の廃止の届出

高圧ガス製造事業（第二種製造者）
の廃止の届出

高圧ガス製造事業（第二種製造者）
の廃止の届出

第一種貯蔵所、第二種貯蔵所の廃止
届出

高圧ガス販売事業の廃止届出

輸入検査

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の変更工事の完成検査

協会又は指定完成検査機関が行う完
成検査結果の届出

高圧ガス販売事業の届出

高圧ガス販売事業の地位承継

販売する高圧ガスの種類の変更届出

高圧ガス製造（第一種製造者）の開
始の届出

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の工事の完成検査

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の工事の完成検査

協会又は指定完成検査機関が行う完
成検査結果の届出

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の変更工事の完成検査

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の変更工事の完成検査

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の変更工事の完成検査

第一種貯蔵所の軽微変更届出

第二種貯蔵所の変更届出

第二種貯蔵所の変更届出

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の工事の完成検査

製造施設（第一種製造者）又は第一
種貯蔵所の工事の完成検査

手続名
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No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

144 高圧ガス保安法第27条の２第５項
一般則第67条第１項

× ○

145 高圧ガス保安法第27条の２第５項
液石則第65条第１項

× × ①

146 高圧ガス保安法第27条の２第５項
コンビ則第26条第１項

× ○

147 高圧ガス保安法第27条の２第６項
一般則第67条第２項

× ○

148 高圧ガス保安法第27条の２第６項
液石則第65条第２項

× × ①

149 高圧ガス保安法第27条の２第６項
コンビ則第26条第２項

× ○

150 高圧ガス保安法第27条の３第３項
一般則第67条第１項

× ○

151 高圧ガス保安法第27条の２第６項
液石則第65条第２項

× × ①

152 高圧ガス保安法第27条の２第６項
コンビ則第26条第２項

× ○

153 高圧ガス保安法第27条の４第２項
冷凍則第37条

× ○

154 高圧ガス保安法第28条第３項
一般則第74条、75条

× ○

155 高圧ガス保安法第28条第３項
液石則第72条、73条

× × ①

156 高圧ガス保安法第33条第３項
一般則第72条第２項

× ○

157 高圧ガス保安法第33条第３項
液石則第76条第３項

× × ①

158 高圧ガス保安法第33条第３項
コンビ則第33条第３項

× ○

159 高圧ガス保安法第33条第３項
冷凍則第39条第２項

× ○

160 高圧ガス保安法第35条第１項ただし書
き
一般則第80条第３項、第５項

× ○

161 高圧ガス保安法第35条第１項ただし書
き
液石則第78条第３項、第５項

× ○

162 高圧ガス保安法第35条第１項ただし書
き
コンビ則第35条第３項、第５項

× ○

163 高圧ガス保安法第35条第１項ただし書
き
冷凍則第41条第３項、第５項

× ○

164 高圧ガス保安法第35条第３項
一般則第81条

× ○

165 高圧ガス保安法第35条第３項
液石則第79条

× × ①

166 高圧ガス保安法第35条第３項
コンビ則第36条

× ○

167 高圧ガス保安法第35条第３項
冷凍則第42条

× ○

168 高圧ガス保安法第63条第１項
一般則第98条

× ○

169 高圧ガス保安法第63条第１項
液石則第96条

× ○

170 高圧ガス保安法第63条第１項
コンビ則第53条

× ○

171 高圧ガス保安法第63条第１項
冷凍則第86条

× ○

協会又は指定保安検査機関が行う保
安検査結果の届出（第一種製造者）

事故等の届出

事故等の届出

事故等の届出

事故等の届出

保安検査を協会又は指定保安検査機
関が行う旨届出（第一種製造者）

保安検査を協会又は指定保安検査機
関が行う旨届出（第一種製造者）

保安検査を協会又は指定保安検査機
関が行う旨届出（第一種製造者）

協会又は指定保安検査機関が行う保
安検査結果の届出（第一種製造者）

協会又は指定保安検査機関が行う保
安検査結果の届出（第一種製造者）

協会又は指定保安検査機関が行う保
安検査結果の届出（第一種製造者）

販売主任者又は取扱主任者の選任又
は解任の届出

保安統括者の代理者の選任又は解任
の届出

保安統括者の代理者の選任又は解任
の届出

保安統括者の代理者の選任又は解任
の届出

保安統括者の代理者の選任又は解任
の届出

保安検査を協会又は指定保安検査機
関が行う旨届出（第一種製造者）

保安技術管理者又は保安係員の選任
又は解任の届出

保安主任者又は保安企画推進員の選
任又は解任の届出

保安主任者又は保安企画推進員の選
任又は解任の届出

保安主任者又は保安企画推進員の選
任又は解任の届出

冷凍保安責任者の選任又は解任の届
出

販売主任者又は取扱主任者の選任又
は解任の届出

保安統括者の選任又は解任の届出

保安統括者の選任又は解任の届出

保安統括者の選任又は解任の届出

保安技術管理者又は保安係員の選任
又は解任の届出

保安技術管理者又は保安係員の選任
又は解任の届出

手続名
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No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

172 高圧ガス保安法第63条第２項 × × ①

173 液化石油ガス法第3条第1項
× × ①

174 液化石油ガス法第3条の2第1項
× × ②

175 液化石油ガス法第8条 × ○

176 液化石油ガス法第10条第3項 × × ①④

177 液化石油ガス法第19条第2項 × × ①

178 液化石油ガス法第21条第2項
× × ①

179 液化石油ガス法第23条 × ○

180 液化石油ガス法第29条第1項 × × ①

181 液化石油ガス法第32条第1項 × × ①

182 液化石油ガス法第33条第1項 × × ①

183 液化石油ガス法第33条第2項 × × ①

184 液化石油ガス法第35条第1項
× × ①

185 液化石油ガス法第35条の4（法第8条
準用）

× × ①

186 液化石油ガス法第35条の4（法第10条
準用）

× × ①④

187 液化石油ガス法第35条の4（法第23条
準用）

× ○

188 液化石油ガス法第35条の6第1項
× × ①

189 液化石油ガス法第36条第1項
× × ①

190 液化石油ガス法第37条の2第1項 × × ①

191 液化石油ガス法第37条の2第2項 × × ①

192 液化石油ガス法第37条の3第1項
× × ①

193 液化石油ガス法第37条の3第2項 × × ①

194 液化石油ガス法第37条の4第1項 × × ①

195 液化石油ガス法第37条の6第1項
× × ①

196 液化石油ガス法第37条の6第3項
× × ①

197 液化石油ガス法第38条の3 × × ①

198 液化石油ガス法第38条の10第1項
× × ①

199 液化石油ガス法第38条の10第2項
× × ①

200 液化石油ガス法第82条第1項
同規則第132条

× × ①

201 液化石油ガス法第82条第2項
同規則第132条

× ○

202 火薬類取締法第17条第１項 × × ①

203 火薬類取締法第17条第１項 × × ①

204 火薬類取締法第25条第１項 × × ①

205 電気工事士法第４条第２項 × × ①④

206 電気工事士法施行令第４条第１項 × × ①④

207 電気工事士法施行令第５条 × × ①④

208 電気工事業の業務の適正化に関する法
律第３条第１項 × × ①④

火薬類の譲受けの許可

煙火の消費許可

電気工事士免状の交付

電気工事士免状再交付

電気工事士免状書換え

登録電気工事業者登録

液化石油ガス設備工事の届出

特定液化石油ガス設備工事事業の開
始の届出

特定液化石油ガス設備工事事業の変
更及び廃止の届出

販売事業者等に対する報告徴収

充填事業者に対する報告徴収

火薬類の譲渡しの許可

貯蔵施設等の変更の届出

貯蔵施設等の完成検査の申請又は完
成検査実施の届出

貯蔵施設等の完成検査結果報告

充てん設備の許可申請

充てん設備に対する保安検査及び保
安検査を受けた旨の届出

充てん事業者に対する保安検査の結
果報告

保安機関の変更の届出

保安機関の承継の届出

保安機関の廃止の届出

保安の確保の方法等の認定
（液化石油ガス販売事業者の認定）

貯蔵施設又は特定供給設備の設置の
許可申請

貯蔵施設等の変更の許可申請

販売事業者の廃止の届出

保安業務を行おうとする者への認定

保安機関の認定の更新

一般消費者の数の増加の認可

一般消費者の数の減少の届出

保安業務に関する規定の認可又は変
更の認可

販売事業を行おうとする者からの登
録の申請

液化石油ガス販売事業者登録簿の謄
本の交付、閲覧の申請

販売所等の変更の届出

販売事業者の承継の届出

業務主任者の選任又は解任の届出

業務主任者の代理者の選任又は解任
の届出

災害発生に関する報告徴収

手続名
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 【ものづくり振興課】 

 

 

【労働政策課】 

 

 

・文化観光スポーツ部 

 【MICE 推進課】 

 

 

 【文化振興課】 

 

 

 【博物館・美術館】 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

209 電気工事業の業務の適正化に関する法
律第３条第３項

× × ①④

210 電気工事業の業務の適正化に関する法
律第10条第２項

× × ①④

211 電気工事業の業務の適正化に関する法
律第34条第４項

× × ①④

212 電気工事業の業務の適正化に関する法
律第34条第４項

× × ①④

登録電気工事業者更新登録

登録電気工事業者登録証の訂正

みなし登録電気工事業者の届出

みなし登録電気工事業者登録証の訂
正

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

213 おきなわ工芸の杜の設置及び管理に関
する条例

× ○
おきなわ工芸の杜施設・備品等利用

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

214 ○労働条件等実態調査

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

215 × × ④後援名義の申請等

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

216 文化芸術の振興を図る行催事の共催等
に関する取扱要領

× ○
後援名義使用承認のための手続

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

217 ○

218
○

219 館独自設定の運用ルール
（沖縄県立博物館・美術館共催及び後
援等に関する取扱要領）

× △① ⑥

220 × ○ ⑦

施設の利用予約

各種講座・講演会・イベント等の申
込み

行催事の共催・後援等承認申請

団体見学の申込み

手続名
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・土木建築部 

【道路管理課】 

 

 

 【港湾課】 

 

 

【都市公園課】 

 

 

 【建築指導課】 

 

 

・教育庁 

 【学校人事課】 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

221 道路法第32条 × × ①⑨道路占用許可申請等

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

222 沖縄県港湾管理条例第７条

× × ③④⑨

港湾施設使用許可、港湾区域内の水
域・港湾隣接地域内の公共空地の占
用、入出港届

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

223 都市公園法第5条及び第6条 × ○ ⑤

224 沖縄県都市公園条例
○

都市公園の使用許可手続き

有料公園施設の利用予約（県総合運
動公園）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

225 建築基準法第６条 × × ②⑨

226 宅地建物取引業法第22条の２及び第
22条の３

× × ①②④

建築確認申請（計画変更含む）

宅地建物取引士証の交付申請（更新
含む）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

227
○

228
○

229
○

230 教育職員免許法
× × ②④⑤⑥⑨

沖縄県公立学校教員候補者選考試験
受験願書提出

沖縄県公立学校学校栄養職員候補者
選考試験受験願書提出

県立学校実習助手及び寄宿舎指導員
選考試験の願書作成

教育職員免許状の授与、検定等の出
願

手続名
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 【県立学校教育課】 

 

・病院事業局 

【病院事業総務課】 

 

 

・人事委員会事務局 

 【総務課】 

 

 

・警察本部 

 【警務課】 

 

 

 【生活安全企画課】 

 

 

【地域課】 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

231 × × ①②④⑦⑨県立高等学校入学者選抜出願手続き

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

232 ○沖縄県病院事業局職員選考採用試験

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

233
○

県職員採用試験・障害者選考試験申
込

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

234 職員の任用に関する規則 ○警察官Ａ・Ｂ採用試験申込

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

235 風俗営業等の規制及び業務の適正化等
に関する法律施行規則第19条第１項

× × ④
変更承認申請書

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

236 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
２条第１項

× △② ④

237 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
３条第１項

× △② ④

238 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
４条第１項

× △② ④

海水浴場開設届出書

海水浴場廃止・変更届出書

海水浴場開設通知書

手続名
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 【組織犯罪対策課】 

 

 

 【交通規制課】 

 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

239 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
４条第１項

× △② ④

240 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
10条第１項

× △② ④

241 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
12条第１項

× △② ④

242 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
13条第１項

× △② ④

243 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
13条第１項

× △② ④

244 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
14条第１項

× △② ④

245 沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の
安全の確保等に関する条例施行規則第
15条第１項

× △② ④

海域レジャー事業廃止・変更届出書

海水浴場廃止・変更通知書

催物開催届出書

催物開催中止・変更届出書

催物開催通知書

催物開催中止・変更通知書

海域レジャー事業届出書

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

246 暴力団員による不当な行為の防止等に
関する法律施行規則第17条第１項

○
責任者選任届出書（様式９号）

手続名

No 手続根拠規定
オンライン
化済か

オンライン化
可否

オンライン化
への課題

247 道路交通法第77条 ○

248 道路交通法第77条 ○

249 道路交通法第77条 ○

250 自動車の保管場所の確保等に関する法
律第４条

○

251 自動車の保管場所の確保等に関する法
律施行規則第４条

○

252 沖縄県道路交通法施行細則第７条 ○

253 道路使用許可手数料の免除の取扱いに
ついて第２項

○

254 自動車の保管場所証明事務等の取扱要
綱の制定について第６

○

255 自動車の保管場所証明事務等の取扱要
綱の制定について第６

○

256 自動車の保管場所証明事務等の取扱要
綱の制定について第８

× × ⑦

自動車保管場所標章の交付申請

駐車許可申請書

道路使用許可手数料免除申請書

自動車保管場所使用権限疎明書面
（自認書）
自動車保管場所使用承諾証明書

自動車保管場所証明書再交付申請書

道路使用許可申請

道路使用許可証の記載事項変更届

道路使用許可証の再交付申請

自動車保管場所の証明申請

手続名
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・複数の所管課にまたがる手続 

 【行政情報センター、その他各課】 

 

 

 【税務課、その他各事務所税務関係課】 

 

 

 【各保健所】 

 

 

 【税務課、その他各事務所自動車税関係課】 

 

 

 【環境整備課、その他各保健所】 

 

 

 

 

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

257 沖縄県情報公開条例 ○公文書開示請求

手続名

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

258 地方税法第53条、第71条の10、第71
条の31、第71条の51、第72条の32

○

手続名

地方税申告手続（eLTAX)

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

259

×→○ ○

生命保険等の手続に必要な療養証明
書（新型ウイルス感染症用）発行申
請

手続名

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

260 地方税法第160条 〇

261 地方税法第177条の13
〇

262 〇

自動車税環境性能割の申告納付

自動車税の賦課徴収に関する事項の
申告又は報告申告納付

自動車税住所変更届

手続名

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

263 ・設置届出（浄化槽法第５条第１項）
・使用開始報告書、技術管理者変更報
告書、管理者変更報告書（浄化槽法第
10条の２第１項、第２項及び第３項）
・休止届出書、使用再開届出書（浄化
槽法第11条の２第１項及び第２項）
・廃止届出書（浄化槽法第11条の３）

× △② ③

264 浄化槽法第53条 × ○

265 沖縄県浄化槽保守点検業者の登録に関
する条例施行規則第15条

× ○

浄化槽維持管理状況の報告

浄化槽保守点検業務報告書

浄化槽関係届出等

手続名
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【衛生薬務課、その他各保健所】 

 

 

【環境整備課、その他各保健所】 

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

266 食品衛生法 × × ①④

267 食品衛生法57条 〇

268 食品衛生法55条 × × ①④⑧

食品衛生等業務システム

食品営業関係の届出

食品営業の許可申請

手続名

No 手続根拠規定
オンライン

化済か

オンライン

化可否

オンライン

化への課題

269 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
12条及び第12条の２ 〇

270
× ○

多量排出事業者による産業廃棄物処
理計画及び産業廃棄物処理計画実施
状況報告

産業廃棄物処分実績報告および特別
管理産業廃棄物処分実績報告書

手続名
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全庁調査で調査対象とした 30手続について 

（地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続＋α） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

 
 

○令和３年度「地方公共団体における行政手続等のオンライン化の推進状況調（総 行 情 

第 1 5 9 号）」によって調査された 30手続＝デジタル・ガバメント実行計画（令和２年 12

月 25 日閣議決定）別紙 4a の手続（1～24）とその他手続（25～30）について 

 

1～24 に関しては、「デジタル・ガバメント実行計画」で示された「地方公共団体が優先的

にオンライン化を推進すべき手続」になります。 

 

※現在、「デジタル・ガバメント実行計画」は廃止されており、「デジタル社会の形成に関す

る重点計画（令和４年 6月 7 日閣議決定）」に上記手続が記載されております。 

 

※以下令和３年度「総行情第 159 号」にて別添の「【本調査の対象となる手続の定義につい

て】」より一部抜粋 

 

１ 図書館の図書貸出予約等 

→図書館貸出予約、図書のリクエスト申込等をするための手続 

２ 文化・スポーツ施設等の利用予約等 

→文化会館、市立体育館、テニスコート、グラウンド、会議室等の文化・スポーツ・その他

の公共施設の利用予約を受け付けるための手続 

※指定管理者によって運営される手続も調査対象に含む。 

３ 研修・講習・各種イベント等の申込 

 →各種研修・シンポジウム、市民スクール（講座・教室等）、イベントの募集、各種生活支

援サービス等の申込のための手続 

４ 地方税申告手続（eLTAX） 

→eLTAX（エルタックス）を利用した地方税の電子申告。この場合の手続総件数は、eLTAX の

利用が可能な税目の申告手続に係るものとなる 

【利用可能税目：法人都道府県民税、法人事業税、特別法人事業税（地方法人特別税）、法

人市町村民税、固定資産税（償却資産）、個人住民税（給与支払報告等）、事業所税】 

５ 自動車税環境性能割の申告納付（都道府県のみ） 

→自動車（特殊自動車・二輪自動車を除く。）を取得した者が、都道府県税事務所へ申告す

る税に関する手続。自動車保有関係手続のワンストップサービス（国土交通省が運営）が利

用可能 

６ 自動車税の賦課徴収に関する事項の申告又は報告（都道府県のみ） 

→自動車の新規登録、変更登録又は移転登録の申請をした際、自動車税の賦課徴収に関し必

要な事項を申告又は報告する手続。自動車保有関係手続のワンストップサービス（国土交通

省が運営）が利用可能 
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７ 自動車税住所変更届等（都道府県のみ） 

→自動車税に関する住所変更・訂正届等の申請を受け付けるための手続 

８ 水道使用開始届等 

→水道の使用開始･中止の申込、水道使用者変更届等の申請を受け付けるための手続 

９ 港湾関係手続 

 →係留施設（岸壁・桟橋・物揚場・上屋・荷さばき地・ガントリークレーン等）使用許可

申請、入出港届を受け付けるための手続 

１０ 道路占用許可申請等 

 →道路占用許可申請、道路占用工事着工届・完了届、道路占用廃止届、道路占用料減免申

請等の手続 

１１ 道路使用許可の申請（都道府県のみ） 

 →道路使用許可の申請手続 

１２ 自動車の保管場所証明の申請（都道府県のみ） 

 →自動車の保管場所証明の申請手続。自動車保有関係手続のワンストップサービス（国土

交通省が運営）が利用可能 

１３ 駐車の許可の申請（都道府県のみ） 

 →駐車許可の申請手続 

１４ 建築確認 

 →建物の設計や敷地配置などの計画が建築基準法などに適合しているかの確認を受ける

手続 

１５ 粗大ごみ収集の申込 

→粗大ごみ収集、大型ごみ収集のための手続 

１６ 産業廃棄物の処理、運搬の実績報告等 

 →産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理・運搬実績報告のための手続 

１７ 犬の登録申請、死亡届等 

 →犬の登録申請及び死亡届のための手続（住所変更届等を含みます。） 

１８ 感染症調査報告等 

 →感染症発生動向調査、一類・二類・三類・四類・五類感染症定点報告等のための手続 

１９ 職員採用試験申込 

 →行政職、警察、教員、民間経験者等の各種採用試験の申込のための手続 

２０ 就業構造基本調査 

 →就業構造基本調査（５年ごとの実施）の回答のための手続 

２１ 入札参加資格審査申請等 

 →入札参加資格申請（建設工事・測量・物品・委託等）のための手続 

２２ 入札 

 →工事・委託業務、物品調達等の入札のための手続 
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２３ 衆議院・参議院選挙の不在者投票用紙等の請求 

 →衆議院・参議院選挙の不在者投票用紙等の請求手続 

２４ 消防法令における申請・届出等  

 

○その他の手続 

２５ 浄化槽使用開始報告等 

 →浄化槽の使用開始報告、休止（廃止）届出、維持管理状況報告等のための手続 

２６ 公文書開示請求 

 →行政文書・公文書の開示請求のための手続 

２７ 食品営業関係の届出 

 →食品営業の許可・廃止・変更等のための手続 

２８ 特定化学物質排出量届等 

 →第一種指定化学物質の排出量及び移動量の届出、ＰＲＴＲ法（化学物質排出把握管理促

進法）に基づく届出、特定化学物質取扱報告書等のための手続 

２９ 後援名義の申請等 

 →後援名義使用承認申請のための手続 

３０ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する責任者選任届等 

 →暴力団員による不当な行為の防止等に関する責任者の選任届のための手続 

 


